
  
  

財務諸表に対する注記 
 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的以外の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券（その他有

価証券）については、期末日の時価によっている。 

(2) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                                     （単位：円） 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

投資有価証券(公社債) 1,463,994,800 369,600 104,271,140 1,360,093,260 

投資有価証券(株式) 932,354,000 240,887,000 0 1,173,241,000 

定期預金 26,141,000 2,000,000 26,000,000 2,141,000 

普通預金 0 101,970,000 2,000,000 99,970,000 

小  計 2,422,489,800 345,226,600 132,271,140 2,635,445,260 

特定資産     

助成準備積立資産 32,075,000 18,892,500 1,140,000 49,827,500 

法人運営積立資産 14,795,000 3,822,500 0 18,617,500 

小  計 46,870,000 22,715,000 1,140,000 68,445,000 

合  計 2,469,359,800 367,941,600 133,411,140 2,703,890,260 

 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                                                     （単位：円） 

科 目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に

対応する額） 

基本財産     

投資有価証券(公社債) 1,360,093,260 (562,878,100) (797,215,160) (0) 

投資有価証券(株式) 1,173,241,000 (0) (1,173,241,000) (0) 

定期預金 2,141,000 (141,000) (2,000,000) (0) 

普通預金 99,970,000 (0) (99,970,000) (0) 

小  計 2,635,445,260 (563,019,100) (2,072,426,160) (0) 

特定資産     

助成準備積立資産 49,827,500 (49,827,500) (0) (0) 

法人運営積立資産 18,617,500 (18,617,500) (0) (0) 

小  計 68,445,000 (68,445,000) (0) (0) 

合  計 2,703,890,260 (631,464,100) (2,072,426,160) (0) 

 

４ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 金 額 

経常収益への振替額 

受取寄付金 

 

1,140,000 

合  計 1,140,000 

 


